
Ｗｅｅｋｌｙ Ｆａｘ Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｎｅｗｓ        １９９９年（平成11年）1月11日創刊・毎週月曜日発行 

Ｎｏ．545 平成21年12月14日（月曜日） 発展を目指す企業家のための経営指南役  

社 外 重 役
Ｓｅｌｅｃｔｅｄ Ｃｌｉｅｎｔｓ ＆ Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌｓ Ｒｅｌａｔｉｏｎｓｈｉｐ 

発 行 )株 式 会 社 ノ ー ス ア イ ラ ン ド
東京本社)東京都千代田区丸の内3-2-3 富士ビル5F

 T e l . 0 3 - 3 2 1 6 - 2 0 0 4  F a x . 0 3 - 3 2 1 6 - 0 4 3 9

大阪支社)大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル9F

 T e l . 0 6 - 6 4 4 8 - 2 0 0 4  F a x . 0 6 - 6 4 4 8 - 0 5 3 9

 

 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

今週のキーワード 

事業継続方針 

 鉄道、電力など国土交通省が管掌する基幹産業向けに作った「新型インフル対応マニュアル作

成の手引き」の第４項の言葉。社員の２割が休業した場合を想定して、事業継続に必要な業務の

優先づけ応援態勢の整備を求めたマニュアル。その特徴は、出勤する想定の80％の職員において

優先順位に従って業務を遂行するための事前検討が重要というもので、人員の割り振りを具体的

に数値化している。ライフラインを抱える大手企業向けではあるが、基本形は中小にも通用する。

経 営 

新型インフルへの中小の自衛策 
共同備蓄や人員融通で事業を継続 
 

 新型インフル大流行が懸念される。企業経営

への影響において、中小企業は特に休業者増加

により事業継続（製造・販売）が心配され、急

ピッチで対策に追われている。 

 中小企業の事業継続は、製品の納入先である

大企業にも大きな関心事で両者の緊密な連携も

求められている。例えばコンビニは弁当工場、

物流業者など取引先の対応策の確認を終えて、

緊急時の商品の在庫確保作業も進めている。ト

ヨタ自動車は大流行に備え一次下請け企業との

情報共有をさらに密にするなどの事業継続方針

を打ち出している。 

 中小企業側で行われている主な対策は、（１）

「多能工」を増やして欠員となる休業者をカバ

ーする、（２）従業員の技能範囲、習熟度を把

握する、（３）休業者増加時に「人員融通」を

図る、（４）食料や医薬品などを「共同備蓄」

する、などが目立つ。多能工化を進めているの

は東京都大田区のような中小技術集団の多いと

ころで、金型工とプレス工がお互いに技術を教

え合う時間を設けて欠員に備えている。従業員

の技能範囲、習熟度の把握も大事だ。 

 京都フェニックス・パーク（30 社の工業団地）

は９月末に新インフル対策で連携し、情報交換、

消毒など予防ルールの共通化、休業者の多い企

業に人員融通を行うなどの全国でも珍しい提案

を始めた。現在 10 社ほど賛同している。新型イ

ンフル対策専任者もほとんど置いていない中小

では、共同備蓄などを含め連携の利点は多い。

居住前の増改築も住宅ローン控除 
サラリーマンは確定申告が必要 
 

 現在はマンションに住んでいるが、空き家とな

っていた自己所有の住宅をリフォームして住むケ

ースは少なくない。ところが、住宅借入金等特別

控除（住宅ローン税額控除）では、以前は適用対

象となるのが自己の所有している家屋で自己の居

住の用に供しているものに増改築等をした場合に

限られ、自己の居住の用に供する前に行った増改

築等については、適用対象外となっていた。 

 上記の空き家をリフォームする場合には、マン

ションに住んだまま空き家をリフォームしたケー

スでは住宅ローン税額控除の適用対象外だったの

である。 

 それが2009年度税制改正において、居住者が自

己の所有している家屋に一定の増改築等をして、

その増改築等をした部分を2009年１月１日以後に

居住の用に供した場合（その増改築等の日から６

ヵ月以内にその者の居住の用に供した場合に限

る）には、その増改築等について住宅ローン税額

控除の適用を受けることができることとされた。

 したがって、上記の空き家を昨年８月にリフォ

ームし、昨年12月に転居してしまった場合は住宅

ローン税額控除の適用はないが、今年２月に転居

して住んだ場合は適用対象になる。 

 ただし、この増改築等に係る改修費の改正につ

いては、2009年が適用１年目にあたるので、サラ

リーマンの場合は年末調整でなく、確定申告を行

う必要がある。今年の確定申告では還付申告をし

忘れないようにしたい。 

税務会計


